
富士河口湖町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、職員の給与、職員数、勤務条件など、 

令和元年度の人事行政の運営状況等について公表します。 

 

富士河口湖町人事行政の運営等の状況の概要 

 

１．任免及び職員数に関する状況 

（1）部門別職員数の状況と主な増員理由 

    区分 

部門 

職員数（人） 
対前年増減数 主な増減理由 

令和元年度 令和２年度 

一般行政 166 168 2 退職者不補充 

教  育 21 20 △1 退職者不補充 

公営企業等 17 15 △2  

合  計 204 203 △1  

（２）採用及び離職の状況 

    区分 

 

部門 

採用（人） 

離職（人） 

退職 免職 
失職 

派遣 

帰任 
合計 

定年 勧奨 普通 死亡 任期満了 分限 懲戒 

一般行政 6 6 1 4 0      11 

教  育 1          1 

公営企業等            

合  計 7 6 1 4 0      12 

（注１）採用は、平成３１年４月２日から令和２年４月１日の間に採用した人数です。 

（注２）離職は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日の間に離職した人数です。 

 

２．給与の状況 

（１） 人件費の状況（平成 30 年度普通会計決算） 

歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ／Ａ） 

11,655,266 円 1,517,197 千円 13.0％ 

（２） 職員給与費の状況（平成 30 年度普通会計決算） 

職員数（人） 

Ａ 

職員給与費 一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当    計  Ｂ 

191 
千円 

645,346 

千円 

80,686 

千円 

255,695 

千円 

981,727 

千円 

5,140 

   （注）職員手当には退職手当は含みません。 

（３） 平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区   分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 308,960 円 347,269 円 41.7 歳 

労務職員 268,285 円 277,106 円 55.3 歳 

   （注）平均給与月額とは、給料及び職員手当（扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当等）の合計です。 

（４） 初任給の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

  区     分 富士河口湖町 山梨県 国 

一般行政職 
大学卒 182,200 円 188,604 円 180,700 円 

高校卒 150,600 円 154,147 円 148,600 円 

労務職員 
高校卒 147,900 円 156,666 円 ― 

中学卒 139,900 円 139,035 円 ― 

看護・保健職 大学卒 209,800 円 218,023 円 ― 

（５） 経験年数別・学歴別平均給与月額の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区  分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 

一般行政職 
大学卒 ―円 341,900 円 372,900 円 

高校卒 ―円 ―円 ―円 

技能労務職 
高校卒 ―円 ―円 ―円 

中学卒 ―円 ―円 ―円 

看護・保健職 大学卒 ―円 ―円 ―円 

 



（６） 一般行政職の級別職員数の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級 主事・主事補 ２０人 16.7％ 

２級 主任 ２４人 20.0％ 

３級 係長・主査 ９人 7.5％ 

４級 課長補佐・主幹 ３９人 32.5％ 

５級 課長・課長補佐・主幹 １６人 13.3％ 

６級 課長 １２人 10.0％ 

（注１） 富士河口湖町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

（注２） 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

（７） 昇給への勤務成績の反映状況 

  平成３０年度の人事評価の結果を令和元年度の勤勉手当に反映させている。 

（８） 期末手当・勤勉手当の状況 

富士河口湖町 山梨県 国 

１人当たり平均支給額（30 年度） 

1,536 千円 

１人当たり平均支給額（30 年度） 

1,709 千円 
― 

支給割合（30 年度） 

期末手当      勤勉手当 

2.60 月分       1.85 月分 

支給割合（30 年度） 

期末手当      勤勉手当 

2.60 月分      1.85 月分 

支給割合（30 年度） 

期末手当      勤勉手当 

2.60 月分      1.85 月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～20％・管理職加算 10～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～20％・管理職加算 10～25％ 

（９） 退職手当の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区  分 
富士河口湖町 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続３５年 39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.7090 月分 47.709 月分 47.7090 月分 47.709 月分 

その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 

2～20％ 

定年前早期退職特例措置 

2～45％ 

１人当たり平均支給額 17,316 千円 ― 

（１０）地域手当 

   該当なし 

（１１）特殊勤務手当 

   該当なし 

（１２）時間外勤務手当（平成 29,30 年度普通会計決算） 

３０年度 
支給総額 21,963 千円 

１人当たり平均支給年額 123 千円 

２９年度 
支給総額 19,961 千円 

１人当たり平均支給年額 112 千円 

（１３）その他の手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 国の制度との異同 
国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（30 年度決算） 

支給 1 人当たり 

平均支給年額 

（30 年度決算） 

扶養手当 

配偶者 6,500 円 

同 

 

20,041 千円 267,201 円 

配偶者以外   6,500 円 

子 10,000 円 

満 16 歳年度初めから満 22 歳

年度茉までの間にある子１人

につき 5,000 円加算 



住居手当 

1.職員の居住する借家・借間

自ら居住するための住宅を借

り受け、現に当該住宅に居住

し、月額 12,000 円を超える家

賃を支払っている職員 

同 

 

3,953 千円 232,529 円 
家賃 23,000 円以下 

家賃-12,000 円 

家賃 23,000 円を超え 55,000

円未満 

（家賃-23,000 円）×1/2＋

11,000 円 

家賃 55,000 円以上 27,000 円 

通勤手当 

1.交通機関等の利用者通勤

のために交通機関等の利用を

常例とすること、運賃等の負担

を常例とすること、徒歩により

通勤するものとした場合の通

勤距離が片道 2 ㎞以上である

こと運賃等相当額が55,000 円

以下については運賃等相当

額 

同  8,008 千円 58,880 円 

2.自動車等の使用者通勤のた

めに自動車等の使用を常例と

すること、徒歩により通勤する

ものとした場合の通勤距離が

片道 2 ㎞以上であること 

～5 ㎞  2,000 円 

5 ㎞～10 ㎞ 4,200 円 

10 ㎞～15 ㎞ 7,100 円 

15 ㎞～20 ㎞ 10,000 円 

20 ㎞～25 ㎞ 12,900 円 

25 ㎞～30 ㎞ 15,800 円 

30 ㎞～35 ㎞ 18,700 円 

35 ㎞～40 ㎞ 21,600 円 

40 ㎞～45 ㎞ 24,400 円 

45 ㎞～50 ㎞ 26,200 円 

50 ㎞～55 ㎞ 28,000 円 

55 ㎞～60 ㎞ 29,800 円 

60 ㎞      31,600 円 

管理職手当 ４種 ・総務課長・複雑困難課
長 

５種 課長 
 

6 級   4 種 62,300 円 
       5 種 51,900 円 
5 級   4 種 59,500 円 
       5 種 49,600 円 

同  

11,851 千円 623,731 円 

休日勤務手当  同  ― ― 

寒冷地手当 

1.世帯主である職員 

同 

 

10,247 千円 53,644 円 

・扶養親族がいる職員 

    89,000 円 

・扶養親族がいない職員 

51,000 円 

2.その他の職員36,800円 

 



 

（１４）特別職の給与等の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

 給与月額・報酬月額 期末手当の支給割合 

給 

 

 

料 

町  長 650,000 円 

６月期 1.475 月分 

１２月期 1.625 月分 

計  3.10 月分 

副町長 572,000 円   

６月期 1.475 月分 

１２月期 1.625 月分 

計  3.10 月分 

報

酬 

議  長 252,000 円 ６月期   1.6 月分 

１２月期  1.75 月分 

計  3.35 月分 

副議長 202,000 円 

議  員 174,000 円 

   

 

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）一般職員の勤務時間の状況 

 勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

７時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 １２時～１３時 

（２）年次有給休暇の使用状況（平成３１年） 

   平成３１年１月１日～令和元年１２月３１日までの平均取得日数  10.2 日 

（３）休暇の導入状況（平成 31 年４月１日現在） 

年次有給休暇 １暦年ごとに２０日とし、２０日を超えない範囲内の残日数を繰り越せる。 

傷病休暇 負傷又は疾病のため療養する必要がある場合、必要と認められる期間。 

特別休暇（主なもの） 
骨髄提供、ボランティア、結婚、産前・産後、子の看護、配偶者の出産、忌引、夏季、生理休

暇など 

介護休暇 
配偶者、父母、子、配偶者の父母などで、負傷や疾病などにより日常生活を営むのに支障があ

るものの介護をする場合、連続する６ヵ月の期間内で必要と認められる期間 

（４）育児休業及び部分休業の取得者数（令和元年度） 

 育児休業 部分休業 

男性職員 ― ― 

女性職員 7 人 ― 

計 7 人 ― 

 

４ 分限及び懲戒処分の状況 

 （１）分限処分者数（令和元年度） 

 

降任 免職 休職 降給 合計 失職 

― ― ２ ― ― ― 

 

 （２）懲戒処分者数（平成３０年度） 

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

― ― ― ― ― ― 

 

５ 服務の状況 

（１）服務規律遵守のための取組み（令和元年度） 

  ① 年度始めにおいて、町長より全職員に綱紀粛清について訓示した。（４月） 

  ② 職員の年末年始における綱紀の粛正についての訓令を通知した。（１２月） 

  ③ 仕事納めの式に、副町長より年末年始の綱紀の粛正について全職員に訓辞した。（１２月） 

（２）兼職・兼業の許可件数（令和元年度） 

   許可件数 １３件 

 



６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）職員研修の概要 

  市町村職員研修所研修 

  ① 階層新（新採用者）研修 ６研修 

  ② 階層現（現任者）研修  ４研修 

  ③ 階層監（監督者）研修  ５研修 

  ④ 階層管（管理者）研修  ３研修 

  ⑤ 階層共（共通）研修   ８研修 

  ⑥ 能力開発研修      ９研修 

  ⑦ 支援研修        １研修 

  研修職員数延べ 計１４４名 

 

７ 福祉及び利益の保護の状況 

（１）厚生福利事業の概要（令和元年度） 

① 職員の健康診断の状況  

対象職員数 受診者数 受診率 

207 人 187 人 90.34% 

② 町表彰規則に基づく職員永年勤続表彰 

規定なし 

③ 職員互助会補助金 

会員数 補助金額 補助率 

207 人 0 円 0% 

④ 公務災害補償の状況 

区分 一般行政職 看護保健職 技能労務職 計 

認定件数 0 0 0 1 

 

公平委員会の業務の状況 

 公平委員会は、職員の勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分についての不服申し立てに関し必要な措置を講ずるとされています。 

令和元年度の状況は次のとおりです。 

(1) 勤務時間に関する措置の要求の状況について・・・・・・該当なし 

 (2) 不利益処分に関する不服申し立ての状況について・・・・該当なし 


